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【課題】

 現状、多くの高齢者が退職後も就労や地域活動等への参加の希望がある一方で、こうした社会参加の意欲が実際の活動に結び
ついていないといった状況が存在している。

 また、都内の区市町村においては、高齢者の社会参加の促進について、「地域活動の担い手の高齢化・不足」「高齢者が地域活
動に参加するきっかけづくり」「ボランティアとボランティア受入れ施設とのマッチング」等が課題として挙げられている。

【参考：社会参加意欲と実際の参加状況の乖離】

出所：東京都福祉保健局「在宅高齢者の生活実態調査」（令和元年12月）、
インターネット福祉保健モニターアンケート結果、

区市町村アンケート結果

【参考：地域活動の担い手の高齢化・不足】

 定年退職後の地域活動等への
参加希望者：約8割

 社会参加活動をしている
高齢者の割合：約5割

N＝371 N＝3192

 社会参加しない理由（主なもの）：
✔｢きっかけがないから(20.9%)｣ ✔｢興味のある活動内容がないから(15.5%)｣

✔｢仲間がいないから、一人で参加することに抵抗があるから(14.2%)｣

✔｢活動の情報がないから(10.5%)｣

 高齢者の社会参加促進の課題（主なもの）：
 ｢老人クラブ会員、ボランティア等の担い手の高齢化･
不足｣

 ｢高齢者が地域活動に参加するきっかけづくり｣

 ｢ボランティアとボランティア受入れ施設とのマッチング｣

本取組の背景

 人生100年時代を迎え、高齢者がいつまでも元気で心豊かに自分らしく過ごすには、健康な状態をより長く維持できる対策を講じるとと
もに、一人ひとりの希望に応じて地域や社会で活躍できる環境を整えることが重要である。

 都は、「未来の東京」戦略ビジョン（令和元年12月）において、65歳以降の10年、20年こそが、培ってきた経験等が活かされる最も
充実した時期であり、この時期に自らの希望に応じた仕事や学び、趣味、地域活動ができるよう様々な支援を展開していくこととしている。



令和４年度
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間
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め

 前掲の背景・課題を踏まえて「人生１００年時代社会参加施策検討委員会」を設置し、高齢者の社会参加に係るきっかけづくり、
マッチング等の効果的な事業実施のあり方を検討した。

人生100年時代社会参加施策検討委員会の設置

【主な議題】

○シニア・プレシニア
向けアンケート調査結
果

○施策の詳細案、スケ
ジュール 等

検
討
の
と
り
ま
と
め

第４回委員会

【1月19日】
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【主な議題】

○相談支援、社会参加
活動の掘り起こし

○オンラインプラットフォー
ム

等

【主な議題】

○背景、目的

○参考事例

等

【主な議題】

〇 中間報告（案）

○シニア・プレシニア
向けアンケート調査案

等

【8月4日】

第３回委員会

【7月4日】

第２回委員会

【5月30日】

第１回委員会

【8月】

【主な議題】

○コーディネーターの
役割

○検討のとりまとめ
（案）

等

第５回委員会

【11月15日】

区分 氏名 所属・役職

委員 岡本 祥公子 認定NPO法人 サービスグラント 理事

委員 中村 天江 公益財団法人連合総合生活開発研究所 主幹研究員

委員 檜山 敦 一橋大学 ソーシャル・データサイエンス教育研究推進センター 教授

副委員長 藤原 佳典 地方独立行政法人東京都健康長寿医療センター 研究部長

委員長 和気 康太 明治学院大学 社会学部社会福祉学科 教授

委員 早川 淳 渋谷区生涯活躍推進部長（生涯活躍推進課長事務取扱）

委員 吉本 知宏 八王子市福祉部高齢者いきいき課長

【スケジュール】

【委員名簿】 【幹事名簿】

区分 氏名 所属・役職

幹事長 山口 真吾 福祉保健局高齢社会対策部長

幹事 石川 秀之 デジタルサービス局デジタルサービス推

進部デジタルサービス推進担当課長

幹事 山本 理 生活文化スポーツ局都民生活部地域活動

推進課長

幹事 阿部 貞弘 福祉保健局高齢社会対策部在宅支援課長

幹事 石田 勝士 産業労働局雇用就業部就業推進課長

【2月】
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区市町村向けアンケート調査結果要旨

【マッチング事業を行うにあたって必要な支援（複数回答可）】

【シニア・プレシニアと社会参加活動のマッチング事業の取組状況】

 都内区市町村における高齢者の社会参加マッチング施策に関する現状や課題等について把握することを目的として、全区市町村
を対象にアンケート調査を実施した。

【区市町村向けアンケート調査結果要旨】

＜マッチング事業全般＞

 シニア・プレシニアと社会参加活動のマッチング事業を実施している
区市町村が全体の1/4程度にとどまっていることや、実施している
区市町村においても地域外の情報を把握できることは有効である
という意見があることを踏まえると、社会参加活動の更なる促進に
向けて、都が広域的なマッチングの仕組みを整備する等、区市町
村を支援することが効果的・効率的だと考えられる。

＜相談支援＞

生活支援体制整備事業等の一環として、マッチング支援や総合
的な相談支援窓口を提供している区市町村も存在しており、既
存の類似事業との役割分担や連携のあり方の検討も必要と考え
られる。

 マッチング事業を行うにあたって必要な支援としては、コーディネータ
―の確保・育成に対する支援を求める割合が８割程度あることか
ら、都として適切な支援を行っていく必要がある。

＜オンラインプラットフォーム＞

都のWebサイト（オンラインプラットフォーム）構築に向けては、団
体や関係機関との調整の必要性も指摘されており、区市町村、
団体、関係機関、都の役割分担や仕組みの整理が必要と考えら
れる。

既存のwebサイトとの情報連携にあたっては、自動で情報を転送
する等、効率的な実施が求められている。

ｎ %

相談支援や社会参加活動の掘り起こしを行うコーディネーターの

確保に対する財政支援
42 76.4%

Webサイトの構築や保守に関する財政支援 24 43.6%

相談支援窓口、社会参加活動の情報収集、webサイト等の広

報に対する財政支援
26 47.3%

相談支援や社会参加活動の掘り起こしを行うコーディネーターの

育成に対する研修等の支援
39 70.9%

Webサイトの構築や保守に関する技術的支援 17 30.9%

相談支援窓口、社会参加活動の情報収集、webサイト等の広

報に対する技術的支援
24 43.6%

6 10.9%

55

技術的

支援

その他

合計

財政

支援



施策の基本的な考え方

 漠然とした社会参加の希望を持つが、どんな活動に参加したいか定まっていないシニア・プレシニアを対象とし、具体
的な活動とのマッチングを図る事業を推進する。マッチングにあたっては、就労分野におけるハローワークやシルバー人
材センター、ボランティア分野におけるボランティアセンター等、活動別に設置された既存の取組と連携する。

 区市町村は、コーディネーターを配置し、シニア・プレシニアに対して、これまでの経験や興味を掘り下げていく丁寧な
相談支援（コンシェルジュ的な機能）を行うとともに、様々な社会参加活動の掘り起こしを実施する。

 東京都は、区市町村の取組を支援するとともに、広域的なマッチングを促進するため、都内全域の様々な社会参
加活動の情報を一元的に集約したオンラインプラットフォームを構築する。
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●都内全域の様々な社会参加活動を把握
（オンラインプラットフォームの活用）

●情報の提供・紹介、マッチング

ボランティア就労的活動

自己啓発・趣味活動 友人知人との交流

・空いている時間に趣味
や経験を生かせる活動に
参加したいけど、どんな
活動が自分に合って
いるのかなぁ。

都

A市住民
（シニア・
プレシニア）

相談窓口

相 談

活動の紹介等

社会参加活動の掘り起こし

●オンラインプラットフォームによる広域的なマッチング支援

●区市町村の取組の支援

A
市

【本事業における区市町村と都の役割】



(n) (%)

全　体 1908

男性×50代 250

男性×60代 250

男性×70代 341

男性×80代以上 159

女性×50代 250

女性×60代 250

女性×70代 363

女性×80代以上 45

性

別

ｘ

年

代

61.0

64.8

68.0

61.0

52.8

67.2

58.4

55.6

51.1

35.4

32.4

28.0

36.1

45.3

30.8

34.8

40.8

40.0

3.6

2.8

4.0

2.9

1.9

2.0

6.8

3.6

8.9

利用したいと思う 利用したいと思わない その他
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シニア・プレシニア向けアンケート調査結果要旨

＜社会参加活動の実施状況＞
 社会参加活動（就労、ボランティア活動、学び・趣味活動）につい

て、既に実施している割合よりも、今後実施したいと思っている割合
が全般的に大きくなっており、意欲があるものの活動に至っていない
ケースが多く存在することが示唆された。

＜社会参加活動に関する相談、情報収集の状況＞
 社会参加活動を行う際に区市町村窓口を利用している方が限られ

ていることが確認されたことから、窓口の拡充や利用促進に向けた周
知等が必要であると考えられる。

 「役所や自治会の広報誌」がシニア・プレシニアの主要な情報収集
経路となっていることから、 「インターネット」と並んで「役所や自治会
の広報誌」と連携した情報発信を行うことが利用拡大に向けては重
要であると考えられる。

＜オンラインプラットフォームの活用に関する認識＞
 オンラインプラットフォームを「利用したいと思う」割合は全体6割であっ

た。また、プレシニアに限定すると「利用したいと思う」割合は約7割と
なっており、オンラインプラットフォームについて一定の利用ニーズが確
認できた。

 利用したいと思わない理由としては、「現状の仕組みでは特に困って
いないから」、「登録手続きが面倒だから」といった理由が挙げられてお
り、普及に向けては、オンラインプラットフォームならではの価値や利便
性の訴求、登録手続きの簡易化などが重要であると考えられる。

＜広域的な社会参加活動の現状・ニーズ＞
 他の区市町村の活動に「参加している」又は「参加したいと思う」割

合は約7割と高いニーズが存在することが示唆されており、都が中心と
なり広域的な仕組みを整備する必要性があると考えられる。

【オンラインプラットフォームを利用したいと思わない理由】

【オンラインプラットフォームの利用意向】

 施策の基本的な考え方を踏まえ、都内のシニア・プレシニアを対象に社会参加活動の実施状況やオンラインプラットフォームの活用
にあたっての要望、課題等を把握することを目的として、Webアンケート調査を実施した。

【シニア・プレシニア向けアンケート調査結果要旨】
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全　体 676 29.3 17.9 23.8 28.6 45.4 3.0

男性×50代 81 38.3 8.6 17.3 17.3 42.0 3.7

男性×60代 70 24.3 12.9 17.1 32.9 45.7 2.9

男性×70代 123 27.6 16.3 18.7 23.6 48.0 2.4

男性×80代以上 72 27.8 27.8 29.2 36.1 47.2 1.4

女性×50代 77 36.4 15.6 27.3 16.9 36.4 1.3

女性×60代 87 31.0 17.2 27.6 27.6 48.3 1.1

女性×70代 148 26.4 21.6 30.4 38.5 47.3 4.7

女性×80代以上 18 11.1 33.3 5.6 38.9 44.4 11.1

性

別

ｘ

年

代

29.3

17.9

23.8

28.6

45.4

3.0

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

50%

全 体



区分 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

オンラ
インプ
ラット
フォー
ム

先
行
実
施

区市町村等
との協議

区市町村
補助

コーディ
ネーター
研修

今後の事業展開のスケジュール

運用開始
・先行実施における
活動情報の収集体制
等を引き継ぎ、円滑
にプラットフォーム
を運用開始

設計・開発委託基本計画・要件定義準備契約

研修開始内容検討準備

開始
（５区市）

プラットフォーム
構築による規模増

継続
（既存５区市、新規3区市）

未実施自治体の取組開始や既実施自治体における取組の強化を支援していくとともに、
区市町村域を超えた住民と社会参加活動との広域的なマッチングの実施を協議
⇒先行実施を含むオンラインプラットフォームへの参加やクローリングの実施について協議

拡充
（既存８区市、新規3区市、クロー
リングの追加項目）

移行事前調整 HP改修 随時活動を収集、HPに公開

プラットフォーム運用開始に向けた準備・調整

・運用開始までの間、東京ホームタウンプロジェクトのHPでプラットフォームの一部機能を先行実施

・都及び運営委託事業者が区市町村や社協等と連携して活動団体から情報を収集する体制を構築

・収集した活動情報・団体情報は利用者がキーワード等で検索・申込を行いマッチングを推進
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オンラインプラットフォームの詳細案（手続きフロー）

 今後、徐々に機能拡充をすることも視野に入れながら、初期立ち上げ段階としてプラットフォームの基本機能や

関係者の役割分担を以下のように整理することを考えている。

団体登録の申請
1

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
（
都
、
区
市
町
村
、
運
営
事
業
者
）

団体登録の承認 ２

活動情報の登録
３

活動情報の承認 ４

利用者登録の申請 ⅰ

利用者登録の承認
ⅱ

団体、活動情報の検索 A

団体、活動情報への申込み B

（必要に応じて面接後）参加承認
C

おすすめ情報の発信

団
体
登
録
・

活
動
情
報
登
録

利
用
者

登
録

案
件
検
索
・

申
込
み

そ
の
他
の

機
能

お問い合わせ

当該区域の区市町村が承認後、公開

申込み完了後、団体に通知

承認後、利用者に通知

体験談の投稿 活動紹介の投稿

他ウェブサイト

当該区域の区市町村が承認後、公開

クローリング



シニア・プレシニアの社会参加に係るコーディネーターの役割
 本事業における区市町村に配置するコーディネーターは、漠然と社会参加を希望するシニア・プレシニアに対して、各々の経験や興味
を丁寧に聞き取って潜在的なニーズを汲み取り、適切な活動案件とマッチングを行う人材である必要がある。

 既存のコーディネーターは、支援が必要な人と福祉サービスとのマッチングや地域づくりが主目的となっていることから、シニア・プレシニア
を多様な社会参加活動につなぐ役割を持ったコーディネーターが別途必要となる一方、新しいコーディネーターを育成するだけでなく、
役割が一部重複する既存のコーディネーターとの連携や兼務を行う等、地域の実情に応じて柔軟に相談支援体制を検討していくこと
が求められる。

 既存のコーディネーターが相談支援体制を担う場合には、新たな役割が発生することが負担にならないよう、それまでの役割と目的を
整合させることが望ましい。例えば、社会参加に関する個別支援を担う新たなコーディネーターと、地域支援を担う生活支援コーディ
ネーターが連携し、情報共有を図ることにより、高齢者の社会参加、地域の支え合い体制づくりの両方を一層推進することができると
考えられる。

対
象
と
な
る
活
動

就労

ボランティア

趣味・自己啓発

友人・知人との交
流

生涯学習
コーディネーター

地域福祉
コーディ
ネーター

（支援が必要
な人を行政や
専門機関など
に適切につな

ぐ）

民生委員
・児童委員
（相談支援、
関係機関への
橋渡し等）

ボランティア
コーディネーター

社会参加活動 福祉的活動

高齢福祉 福祉全般

就労的活動支援
コーディネーター

（役割がある形での高齢者
の社会参加等を促進）

ハローワーク、
シルバー人材
センター 等
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生活支援
コーディ
ネーター

（生活支援・
介護予防サー
ビスの体制整
備を推進。
活動のひとつ
である資源開
発により、高
齢者が参加で
きる活動の場
の拡充につな
がる。）


